事　務　執　行　概　要

総務・人事グループ

１　総務事務について

　　課の一般庶務事項を掌るとともに、物品の購入管理事務、部業務の連絡調整等の事項を行い事務業務の適切な執行に努めた。

２　叙勲・褒章について

1 　叙位、叙勲

　令和５年春　　　　旭日単光章　　１名　　〔根拠法令　位階令及び叙勲内則〕
2 　褒　　章
　令和５年春　　　　黄綬褒章　　　１名

　令和５年秋　　　　黄綬褒章　　　３名　　〔根拠法令　　褒　章　条　例〕

３　憲法施行記念式並びに表彰式について

　大阪府表彰規則により、令和６年５月７日、大阪国際会議場において善行者及び産業功労者として次のとおり表彰を行った。

善行者

：　　個人　　１名

産業功労者
：　　個人　１９名
〔根拠法令　大阪府表彰規則〕
４　地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所交付金事業について

　　地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所の運営及び施設整備に必要な経費の交付を行なった。

（単位：千円）
	
	令和４年
	令和５年

	運営費交付金
	１，７５４，５１４
	１，８２６，２３８

	施設整備補助金
	―
	―


　　　　　根拠法令等：地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所運営費交付金交付要綱

　　　　　　　　　　　地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所施設整備費補助金交付要綱
５　組織・人事業務について

部内事務事業の合理的運営を図るため、組織、定数をはじめ、管理改善等について検討を行うと

ともに、人事業務を行った。

企画グループ
１　環境農林水産行政の企画調整について
　　環境農林水産行政の総合的かつ計画的な推進を図るため、部の主要施策について、企画、調整等を行った。
２　広報、広聴について

　　環境農林水産部所管事業の積極的なＰＲに資するため、府政情報室等を通じての報道機関への発表、資料提供等についての連絡調整に努めた。

予算グループ

　環境農林水産部の予算編成及び決算に関する事務を行うとともに、これらにかかる諸調査事務を

実施した。

　なお、歳入歳出予算の概要は、次のとおりである。

一般会計

　　　歳入歳出予算
	当初予算額
	21,636,061千円

	第２号補正額
	371,367千円

	第３号補正額
	600,000千円

	第４号補正額
	38,148千円

	第６号補正額
	3,535,759千円

	第７号補正額
	△3,692,654千円

	最終予算額
	22,488,681千円


　　　　

　　特別会計

　　　就農支援資金等歳入歳出予算
	当初予算額
	7,712千円

	最終予算額
	7,712千円


　　　沿岸漁業改善資金歳入歳出予算
	当初予算額
	39,007千円

	最終予算額
	39,007千円


　　　林業改善資金歳入歳出予算
	当初予算額
	38,150千円

	最終予算額
	38,150千円


契約・金融グループ
１　建設工事等の入札・契約事務について

　　環境農林水産部における建設工事等の入札・契約事務の適正な執行を図るため、大阪府入札･契約制度改善検討委員会（建設工事等部会、物品・委託役務部会）に参画するとともに、入札契約や技術基準について要領・運用等の整備を行い、部内発注機関への周知を行った。

部の契約実績（一般競争入札）

	
	令和３年度
	令和４年度
	令和５年度

	建設工事
	５８
	７１
	８５

	測量・建設コンサルタント等業務
	９８
	７８
	９７

	委託役務（森林整備）
	１７
	１６
	１８


２　府営事業の設計・積算の統一、基準等の指導及び設計審査について

(1) 農政室及びみどり推進室所管の府営事業（府が事業主体となり実施する事業）の工事・業務について、適正な設計・積算の遂行及び適切な設計図書の作成により、公平公正な入札の執行を図るため、「環境農林水産部建設工事等設計審査に関する取扱要領」に基づき設計審査を行った。

◇設計審査実施件数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件）

	事　　　業　　　名
	地　　　区　　　数
	備　　考

	
	令和３年度
	令和４年度
	令和５年度
	

	農空間整備事業
	１３
	２１
	１８
	農　政　室

	ため池整備事業
	２２
	２６
	２７
	

	ため池耐震性調査・診断事業
	１２
	４
	９
	

	用排水施設等整備事業
	１５
	１３
	１９
	

	その他
	７
	０
	２
	

	計
	６９
	６４
	７５
	

	治山事業
	２６
	２６
	２０
	みどり推進室

	自然公園事業
	６
	８
	７
	

	森林防災事業
	３０
	３９
	２９
	

	その他
	２
	１
	４
	

	計
	６４
	７４
	５９
	

	合　　　　計
	１３３
	１３８
	１３４
	


(2)統一資材単価等作成のため、資材価格の調査委託を実施した。また、農業農村整備事業標準積算システムの運用・管理のため、保守点検業務の委託を実施した。

① 建設資材価格調査業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１件

② 農業農村整備事業標準積算システム大阪府補助版改良業務　　　１件

(3)府営事業の工事・業務の設計・積算の統一を図るため、積算基準・労務資材単価等を整備し、発注機関に提供した。また、部内技術職員（農業工学職・林学職）で構成する技術問題検討委員会にて、技術上の諸課題等について検討・啓発を行った。

① 積算基準

・農林水産省制定の土地改良事業等請負工事の価格積算要綱・要領に準拠し整備した。

・林野庁制定の森林整備保全整備事業積算要領に準拠し整備した。

② 労務資材単価

・労務資材単価表を作成した。

③ 積算システム

・農業農村整備事業補助版標準積算システムの運用・管理を行った。

　　・治山事業積算システムの運用・管理を行った。

　④ 技術問題検討委員会

・「ほ場整備標準図集」の一部改定、「農空間整備事業積算マニュアル」および「農空間整備事業数量算定基準」の改正、遠隔臨場のデモンストレーションを行った。(積算施工OA部会)

　　・大阪府治山技術基準指針等の一部改定及び逐条解説（案）の作成を行った。(森林土木部会)

　　・技術力等向上に関する研修を実施した。(研修部会：事項(4)参照)

　　・「耐震診断をした結果ＮＧになった「ため池」の対応事例集」作成を行った。(ため池部会)

(4)技術力等向上に関する研修の実施

環境農林水産部所属の部内技術職員（農業工学職・林学職）を対象として、より一層の技術力等の向上を図るため、技術研修を実施した。

1 農業農村整備事業の実施の流れ、予算について（農業土木）

② 設計・積算業務及び契約事務について（農業土木）

③ 公共測量にかかる手続き等について、及び測量実習（農業土木）

④ 工事の安全管理について（農業土木）
⑤ 現場監督の役割と留意点について（農業土木）
⑥ 土地改良事業の法手続、土地改良事業計画作成の留意点について（農業土木）
⑦ 過去の事例に学ぶ（農業土木）
⑧ ボーリング調査の実務について（農業土木）
⑨ 農業農村事業技術者との意見交換会（農業土木）

⑩ ＣＡＤ操作研修（農業土木）

⑪ 治山技術基礎研修【測量・計画決定等の基礎技術の修得】（森林土木）

⑫ 治山技術基礎研修【設計・作図等の基礎技術の修得】（森林土木）
⑬ 担当者研修・意見交換会（森林土木）

(5)工事の安全管理に関する講習会の実施

事故の発生未然防止のために監督業務に携わる職員を対象に講習会を実施した。
３　検査業務について

(1)「大阪府財務規則」及び「大阪府総務部契約局建設工事検査要領」等に基づき、農政室及びみどり推進室所管を中心とする府営事業について、契約局からの指定検査※を行った。

　　　　　　　※直接検査：契約局長がその所属職員を指定して行う検査

　　　　　　　　指定検査：契約局長がその所属職員以外の職員を指定して行う検査

また、「環境農林水産部建設工事等検査業務に関する取扱要領」に基づき、森林整備事業（府営）の検査及び建設工事等に係る市町村等補助事業の補助金検査のうち技術にかかる検査を行った。

◇ 令和５年度 検査実施件数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件）

	区　分
所　管
	府　営　事　業
	補　助
事　業

	合　計

	
	契約局
	その他
(森林整備等)
	計
	
	

	
	建設工事
２５０万円超
	業務委託
１００万円超
	
	
	
	

	北部農と緑の
総合事務所
	（２４）
２０
	（２０）
２０
	（１１）
１０
	（５５）
５０
	（３２）
１２
	（８７）
６２

	中部農と緑の
総合事務所
	（１０）
１０
	（１７）
１７
	－
－
	（２７）
２７
	（１４）
１４
	（４１）
４１

	南河内農と緑の総合事務所
	（２４）
２０
	（２０）
２０
	（４）
４
	（４８）
４４
	（１８）
１７
	（６６）
６１

	泉州農と緑の
総合事務所
	（３４）
３０
	（３３）
３３
	（３）
３
	（７０）
６６
	（３０）
３０
	（１００）
９６

	農　政　室
	（２）
２
	（１）
１
	－
－
	（３）
３
	（１）
１
	（４）
４

	みどり推進室
	－
－
	（４）
４
	－
－
	（４）
４
	－
－
	（４）
４

	循環型
社会推進室
	（３）
３
	（１）
１
	－
－
	（４）
４
	－
－
	（４）
４

	水　産　課
	－
－
	（４）
４
	－
－
	（４）
４
	－
－
	（４）
４

	動物愛護畜産課
	－
－
	－
－
	－
－
	－
－
	－
－
	－
－

	中央卸売市場
	（１）
１
	－
－
	－
－
	（１）
１
	－
－
	（１）
１

	流通対策室
	－
－
	－
－
	－
－
	－
－
	－
－
	－
－

	合　　計
	（９８）
８６
	（１００）
１００
	（１８）
１７
	（２１６）
２０３
	（９５）
７４
	（３１１）
２７７


※ 上段（　）は、検査対象の全件数。下段は、契約検査グループが検査を実施した件数で内数。
【参考】過年度の検査実施件数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：件)

	　　　　　年　度

区　分
	令和２年度
	令和３年度
	令和４年度

	府営事業
	（１８７）

１８０
	（２０８）

２０１
	（１８７）

１８１

	補助事業
	（１１３）

　７４
	  （７９）

　６８
	  （８１）

　７１

	合　計
	  （３００）

  ２５４
	（２８７）

２６９
	（２６８）

２５２


　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４　農林漁業近代化資金融資促進事業について

　農林漁業者等の経営の近代化に必要な長期かつ低利な資金の融通を円滑にするため、本資金を貸し付ける融資機関に対し利子補給を行った。
　

農林漁業近代化資金利子補給実績　　2,712,657　円
（千円）

	年　　度
	
	財源内訳
	合　　計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	令和３年度
	予　算　額
	0
	0
	0
	2,150
	2,150

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	2,145
	2,145

	令和４年度
	予　算　額
	0
	0
	0
	2,610
	2,610

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	2,446
	2,446

	令和５年度
	予　算　額
	0
	0
	0
	2,949
	2,949

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	2,713
	2,713


実績の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　（円）

	資　金　別
	年  度
	利子補給承認額
	利子補給交付額

	
	
	件数
	金額
	組合数
	金額

	農業近代化資金
	R3
	1
	15,000,000
	5
	412,960

	
	R4
	0
	0
	5
	497,398

	
	R5
	0
	0
	5
	449,061

	漁業近代化資金
	R3
	8
	49,130,000
	10
	1,732,909

	
	R4
	9
	136,600,000
	9
	1,948,026

	
	R5
	7
	86,270,000
	8
	2,263,596

	計
	R3
	9
	64,130,000

	15
	2,145,869

	
	R4
	9
	136,600,000
	14
	2,445,424

	
	R5
	7
	86,270,000
	13
	2,712,657


根拠法令等：農業近代化資金融通法、大阪府農業近代化資金融通措置要綱

　　　　　　　　　漁業近代化資金融通法、大阪府漁業近代化資金融通措置要綱

５　農業経営基盤強化資金利子助成事業について

　効率的かつ安定的な農業経営を育成するため、農業経営基盤強化促進法に基づく認定農業者を貸付対象とした長期資金として、日本政策金融公庫から借入れる本資金について、借入農業者の利子負担を軽減するため、平成23年度までに利子助成補助承認を行ったものを対象に、同資金の利子の一部を助成する市町村に対して、その2分の1を補助金として交付した。

農業経営基盤強化資金利子助成実績　　　14,145　円

（千円）

	年　　度
	
	財源内訳
	合　　計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	令和３年度
	予　算　額
	0
	0
	0
	64
	64

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	24
	24

	令和４年度
	予　算　額
	0
	0
	0
	51
	51

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	18
	18

	令和５年度
	予　算　額
	0
	0
	0
	15
	15

	
	決　算　額
	0
	0
	0
	15
	15


　実績の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　（円）

	補助金名
	年  度
	交付市町村数
	利子助成補助金

	農業経営基盤強化資金
利子助成補助金
	令和３年度
	2
	24,313

	
	令和４年度
	2
	18,277

	
	令和５年度
	2
	14,145


　　　根拠法令等：農業経営改善関係資金基本要綱

　　　　　　　　　農業経営基盤強化資金実施要綱

　　　　　　　　　大阪府農業経営基盤強化資金（スーパーL資金）利子助成補助金交付要綱

６　林業・木材産業改善資金貸付事業について

　林業従事者等が林業経営若しくは木材産業経営の改善等を目的として、新たな林業部門の経営の開始、新たな木材産業部門の経営の開始、林産物の新たな生産・販売方式の導入、林業労働に係る安全衛生施設等の導入、林業労働に従事する者の福利厚生施設を導入するために必要な本資金の貸付けを行うとともに、償還時期の到来した貸付金の収入及び滞納を含む債権の管理を行った。

林業・木材産業改善資金貸付実績　　　なし
（千円）

	年　　度
	
	財源内訳
	合　　計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	令和３年度
	予算額
	0
	0
	16,000
	0
	16,000

	
	決算額
	0
	0
	　0　　
	0
	　0　

	令和４年度
	予算額
	0
	0
	16,000
	0
	16,000

	
	決算額
	0
	0
	　0　　
	0
	　0　

	令和５年度
	予算額
	0
	0
	15,000
	0
	15,000

	
	決算額
	0
	0
	　0　　
	0
	　0　


　　　その他（特定財源）：前年度繰越金・貸付金償還金

根拠法令：林業・木材産業改善資金助成法、大阪府林業・木材産業改善資金貸付規則

７　沿岸漁業改善資金貸付事業について

　沿岸漁業従事者が漁業の経営若しくは操業状態の改善を図ることを目的として、自主的に新技術若しくは漁労の安全確保のための施設を導入するために必要な資金又は青年漁業者等が近代的な沿岸漁業の経営の基礎を形成するために必要な本資金の貸付けを行うとともに、償還時期の到来した貸付金の収入及び滞納を含む債権の管理を行った。

沿岸漁業改善資金貸付実績　　　なし

（千円）

	年    度
	
	財源内訳
	合    計

	
	
	国庫
	地方債
	その他
	一般財源
	

	令和３年度
	予算額
	0
	0
	38,880
	0
	38,880

	
	決算額
	0
	0
	0
	0
	0　

	令和４年度
	予算額
	0
	0
	38,880
	0
	38,880

	
	決算額
	0
	0
	4,000
　
	0
	4,000　

	令和５年度
	予算額
	0
	0
	38,880
	0
	38,880

	
	決算額
	0
	0
	0
	0
	0　


　　　その他（特定財源）：前年度繰越金・貸付金償還金

根拠法令等：沿岸漁業改善資金助成法、大阪府沿岸漁業改善資金貸付規則
資金助成法、大阪府沿岸漁業改善資金貸付規則
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